
R7.4.1改定

業務の区分
当該業務に係る
行政文書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了後の

措置
・管理業務主任者登録等
・管理業務主任者交付等

廃棄

・不動産鑑定士登録申請書等
・測量業者登録申請書等
・建設コンサルタント登録申請書等
・地質調査業者登録申請書等
・浄化槽法第４２条に定める免状
の交付申請書等
・賃貸住宅管理業者登録申請書等
・住宅宿泊管理業者登録申請書等
・管理業務主任者に関する監督処
分等

5年 廃棄

・賃貸住宅管理業に関する監督処
分等

・住宅宿泊管理業に関する監督処
分等

・不動産鑑定士懲戒処分等
訴訟の提起に関する文書
訴訟における主張又は立証
に関する文書
判決書又は和解調書

･建設業許可申請書等 廃棄
・ストックヤード運営事業者登録申
請書等
・不動産鑑定業登録申請等
・測量業者登録申請書等
・建設コンサルタント登録申請書等
・地質調査業者登録申請書等
・宅地建物取引業者免許申請書等

・マンション管理業者登録申請書
等
・賃貸住宅管理業者登録申請書等
・住宅宿泊管理業者登録申請書等
・不動産鑑定業監督処分等 5年 廃棄
・建設業に関する廃業届
・建設業に関する監督処分等
・宅地建物取引業に関する監督処
分等

・マンション管理業に関する監督処
分等
・賃貸住宅管理業に関する監督処
分等
・住宅宿泊管理業に関する監督処
分等

交付のための決裁文書その
他交付に至る過程が記録さ
れた文書

・補助金等の交付等に関する書
・補助金等交付等

交付に係る事業
が終了する日に
係る特定日以後5
年

・完了予定期日変更報告関係
・額の確定関係

交付に係る事業
が終了する日に
係る特定日以後5
年

・完了実績報告関係
・廃止実績報告関係
・年度終了実績報告関係

交付に係る事業
が終了する日に
係る特定日以後5
年

移管

補助金等の交付（地方
公共団体に対する交付
含む。）に関する重要な
経緯

補助事業実績報告書

廃棄

四国地方整備局建政部計画・建設産業課標準文書保存期間基準

事　  項

別表1
（１１）

個人の権利義務
の得喪及びその
経緯

許認可等の効力
消滅する日の属
する年度の翌年
度の4月1日以後
5年

別表１
（１２）

法人の権利義務
の得喪及びその
経緯

許認可等に関する重要
な経緯

許認可等をするための決裁
文書その他許認可等に至る
過程が記録された文書

許認可等の効力
消滅する日の属
する年度の翌年
度の4月1日以後
5年

不利益処分に関する重
要な経緯

不利益処分をするための決
裁文書その他当該処分に至
る過程が記録された文書

国又は行政機関を当事
者とする訴訟の提起そ
の他の訴訟に関する重
要な経緯

訴訟が終結する
日に係る特定日
以後10年

廃棄

行政手続法第2条第3号
の許認可等に関する重
要な経緯

許認可等をするための決裁
文書その他許認可等に至る
過程が記録された文書

行政手続法第2条第4号
の不利益処分に関する
重要な経緯

不利益処分をするための決
裁文書その他当該処分に至
る過程が記録された文書



R7.4.1改定

業務の区分
当該業務に係る
行政文書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了後の

措置

四国地方整備局建政部計画・建設産業課標準文書保存期間基準

事　  項

・財産処分関係 5年 廃棄

別表１
（２０）

栄典又は表彰に
関する事項

栄典又は表彰の授与又
ははく奪の重要な経緯

栄典又は表彰の授与又はは
く奪のための決裁文書及び
伝達の文書

10年 廃棄

文書の管理等に
関する事項

文書の管理等 行政文書ファイル管理簿 ・行政文書ファイル管理簿 常用
（無期限）

－

標準文書保存期間基準 ・標準文書保存期間基準 10年 廃棄
受付・受領簿 土地収用法に基づく申請等文書処

理台帳（受付簿）
5年 廃棄

建設業法に基づく申請等文書処理
台帳
・特殊文書台帳（宅地建物取引業）
・特殊文書台帳（マンション管理適
正化法等）
・特殊文書台帳（賃貸住宅管理業）
・特殊文書台帳（住宅瑕疵担保履
行法、不動産鑑定業）
都市計画法に係る大臣同意事務
等文書処理台帳
都市計画法及び下水道法に基づく
認可等文書処理台帳
・特殊文書台帳（測量業者、建設コ
ンサルタント、地質調査業者）

土地収用法に基づく申請等文書処
理台帳（起案簿）
・特殊文書台帳（住宅宿泊管理業）

起案簿 ・特殊文書台帳（建設業）
行政文書ファイル等の移管
又は廃棄の状況が記録され
た帳簿

・移管・廃棄簿 20年 移管

計建１
内部管理業務に
関する事項

職員の勤務または処遇
等に関する文書

給与等
・職員別給与簿
・基準給与簿

1年 廃棄

人事に係る通知・依頼・報
告等に関する文書（※軽
微なもの）

・人事等通知文書
・人事等依頼文書
・人事等報告文書

1年未満
廃棄

身分証明書等 身分証明書等 1年 廃棄
研修等 研修等 1年 廃棄

出勤簿
出勤簿
テレワーク実施等文書

5年
廃棄

休暇簿 休暇簿 3年 廃棄
レク及び健康診断等休暇簿 レク及び健康診断等休暇簿 3年 廃棄
超過勤務命令簿 超過勤務命令簿 6年 廃棄
勤務時間報告書 勤務時間報告書 5年 廃棄
週休日の振替等 週休日の振替等 3年 廃棄
旅行命令等 旅行命令等 5年 廃棄

内部管理事務に関する
文書

現金出納簿等 現金出納簿等
5年

廃棄

物品供用簿・物品受領簿 物品供用簿・物品受領簿 5年 廃棄
物品受領命令等 物品受領命令等 5年 廃棄
業務発注等 業務発注等 3年 廃棄
業務成果品等 業務成果品等 5年 廃棄
予算等 ・予算額配賦内訳書 1年 廃棄
払出請求書 ・払出請求書 1年 廃棄
共済等 共済等 1年 廃棄

歳入の決算・計算証明・
債権の管理・歳入の徴
収

債権管理簿 債権管理簿 10年 廃棄

新しい公共にかかる施策等
が記録された文書

新しい公共

小さな拠点にかかる施策等
が記録された文書

小さな拠点

地域づくり表彰にかかる施策
等が記録された文書

地域づくり表彰伝達式

計建２ 四国の地域づくり
に関する事項

四国の地域づくり 5年 廃棄

別表１
（２２）
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事　  項

四国地方産業競争協力
協議会

四国地方産業競争協力協議
会にかかる施策等が記録さ
れた文書

四国地方産業競争協力協議会 5年 廃棄

四国圏広域地方計画協議会
受入態勢の整備部会

計建３ 都市計画法に関
する事項

都市計画法に関する事
項で重要な経緯

調査等 ・調査 3年 廃棄

都市計画決定同意にかかる
施策等が記録された文書

・都市計画決定同意書
10年 廃棄

都市計画事業認可にかかる
施策等が記録された文書

・都市計画事業認可書
10年 廃棄

・県認可 10年 廃棄
通知等

・通知・通達・事務連絡
3年 廃棄

会議等 ・会議等 1年 廃棄
計建４ 景観法に関する

事項
景観法に関する事項で
重要な経緯

調査・報告等（景観等）
調査等

調査・報告等（景観等）
調査等
・調査

3年 廃棄

通知等（景観等） ・通知等（景観等）通知文等
・通知・通達・事務連絡

3年 廃棄

会議等開催（景観等） ・会議等資料（景観等）
・会議

1年 廃棄

計建５ 歴史まちづくり法
に関する事項

歴史まちづくり法に関す
る事項で重要な経緯

広報等 ・広報 3年 廃棄

計建６ 宅地造成及び特
定盛土等規制法
に関する事項

宅地造成及び特定盛土
等規制法に関する事項
で重要な経緯

宅地造成及び特定盛土等規
制法に基づく大臣認定擁壁
にかかる施策等が記録され
た文書

・宅地造成及び特定盛土等規制法
に基づく大臣認定擁壁等綴
・通知・通達・事務連絡

10年 廃棄

計建７ 事業認定申請・告示等 ・事業認定申請書
・申請書添附書類
・短期縦覧報告
・意見書
・公聴会開催に係る書類
・公聴会議事録
・社整審等書類
・事業認定告示
・長期縦覧報告
・事業廃止の報告

10年 廃棄

事業認定事前相談等 ・事前相談資料
・事前相談議事録

3年 廃棄

通知等（土地収用） 通知等（土地収用） 3年 廃棄
調査・報告等 ・知事認定報告

・認定状況調査報告書
1年 廃棄

会議等 ・全国事業認定庁連絡会議開催案
内

1年 廃棄

不服申立等 ・審査請求書
・弁明書、反論書、意見書
・証拠資料
・裁決書

裁決の処分がさ
れる日に係る特
定日以後10年

廃棄

訴訟等 ・回報書
・訴状
・訴訟代理人指定書
・準備書面
・弁明書、反論書、意見書
・証拠資料
・判決文

訴訟が終結する
日に係る特定日
以後10年

廃棄

計建８ 建設産業行政に
関する事項

建設業 事務連絡に関する書類 ・受付簿 1年 廃棄

会議に関する書類 ・四国ブロック監理課長等会議 1年 廃棄
契約に関する書類 ・建設業情報管理システム電算処

理業務委託
契約が終了する
日に係る特定日
以後５年

廃棄

行政文書の開示決定 ・建設業許可申請書等 3年 廃棄
建設業許可証明に関する申
請書類

・建設業許可証明書 1年 廃棄

経営事項審査に関する申請
書類

・経営事項審査申請書等 3年 廃棄

登録免許税の還付について ・登録免許税の還付 5年 廃棄

土地収用に関す
る事項

土地収用法事業認定等
（計画調整第二係）

四国圏広域地方計画 四国圏広域地方計画にかか
る施策等が記録された文書

5年 廃棄
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満了後の
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事　  項

･建設業許可整理簿 ･建設業許可整理簿 常用
（無期限）

－

閲覧に関する書類 ・閲覧整理簿 1年 廃棄
宅地建物取引業 公文書綴 ・通知・通達等

・規定・規則等等
5年 廃棄

会議に関する文書 ・会議等文書 1年 廃棄

等機関相互における事務事
業遂行上の報告の書類

・調査報告依頼書、報告書 5年 廃棄

等機関からの免許及び登録
に係る照会

・捜査等事項照会 1年 廃棄

法令等に定められた届出・報
告等

・宅地建物取引業法第50条第2項
に規定する届出書

1年 廃棄

・宅地建物取引業に関する立入検
査等

3年 廃棄

・立入検査証の発行等 1年 廃棄

登録免許税の還付に関する
文書

・登録免許税の還付 5年 廃棄

宅地建物取引業法に規定す
る営業保証金等に関する文
書

・営業保証金取り戻し公告届
・債権の申出に関する証明
・営業保証金供託済届出書
・社員資格証明書交付願
・社員加入報告及び保証金供託届
出書
・弁済業務保証金の供託済証明書
・社員資格及び事務所廃止証明書

5年 廃棄

賃貸住宅管理業
マンション管理業

公文書綴 ・通知・通達等 5年 廃棄

登録簿 ・マンション管理業者登録簿 常用（無期限） －

・賃貸住宅管理業者登録簿
会議に関する文書 ・会議等文書 1年 廃棄
等機関相互における事務事
業遂行上の報告の書類

・調査報告依頼書、報告書 5年 廃棄

等機関からの登録に係る照
会

・捜査等事項照会 1年 廃棄

立入検査に関する文書 ・マンション管理業に関する立入検
査等

3年 廃棄

・賃貸住宅管理業に関する立入検
査等
・立入検査証の発行等 1年

登録免許税の還付に関する
文書

・登録免許税の還付 5年 廃棄

行政相談に関する文書 相談対応票 1年 廃棄
測量業
地質調査業
建設コンサルタント

法令等に定められた届出・報
告等

・エネルギーの使用の合理化に関
する法律に基づく報告書

5年 廃棄

公文書綴 ・規程、規則等等書類 5年 廃棄
会議に関する文書 ・建設関連業担当官会議 1年 廃棄
登録簿 ・測量業者登録簿 常用

（無期限）
－

・建設コンサルタント登録簿 常用
（無期限）

－

・地質調査業者登録簿 常用
（無期限）

－

登録証明 ・登録証明願い 1年 廃棄
閲覧に関する書類 ・閲覧整理簿 1年 廃棄
登録免許税の還付に関する
文書

・登録免許税の還付 5年 廃棄

行政文書の開示決定 ・測量業者登録申請書等
・建設コンサルタント登録申請書等
・地質調査業者登録申請書等

3年 廃棄

立入検査に関する文書
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住宅瑕疵担保履行法に
関する事項

・通知・通達等 ・規程、規則等等書類 5年 廃棄

法令等に定められた届出・報
告等

・住宅瑕疵担保履行法に基づく届
出等

10年 廃棄

不動産鑑定業 会議に関する文書 ・不動産鑑定業担当者全国会議 1年 廃棄

立入検査に関する文書 ・不動産鑑定業に関する立入検査
等

3年 廃棄

不動産鑑定士登録消除に関
する文書

・不動産鑑定士登録消除申請書等 3年 廃棄

不動産鑑定業登録消除に関
する文書

・不動産鑑定業に係る廃業等の届
出

3年 廃棄

不動産鑑定士登録証明書 ・不動産鑑定士登録証明書 １年 廃棄
不動産鑑定業登録証明書 ・不動産鑑定業登録証明書 １年 廃棄

住宅宿泊管理業 公文書綴 ・規程、規則等等
・通知・通達等

5年 廃棄

登録簿 ・住宅宿泊管理業者登録簿 常用（無期限） －
会議に関する文書 ・会議等文書 1年 廃棄
等機関相互における事務事
業遂行上の報告の書類

・調査報告依頼書、報告書 5年 廃棄

等機関からの登録に係る照
会

・捜査等事項照会 1年 廃棄

立入検査に関する文書 ・住宅宿泊管理業に関する立入検
査等

3年 廃棄

・立入検査証の発行等 1年 廃棄
法令遵守、指導監督に
関する経緯

立入検査、報告聴取等の実
施、結果、指導、改善の書類

検査実施に関する通知文書
改善勧告書
改善状況報告書

3年 廃棄

検査確認資料 1年 廃棄

行政相談・違反通報に関して
の応対記録

相談記録
協議記録

1年 廃棄

等機関相互における事務事
業遂行上の通知、報告の書
類

通知・通達文書
事務連絡文書
調査報告依頼書、報告書

3年 廃棄

等機関、等事業者との会議、
講習等の企画立案、実施通
知の書類

会議開催通知書
講習案内通知
会議、講習次第
会議講習資料

3年 廃棄

事業広報・事業説明書類及
び法律に基づく開示決定書
類

記者発表資料
事業広報資料
開示文書

3年 廃棄

計建８ 建設業者を対象と
した支援施策に関
する事項

助成金等交付事業に関する
応募書類

応募要領・実施要領
選定基準・審査基準
選定事業者の応募書類
選定結果に関する資料
事後調査に関する資料

事業期間が終了
した日の属する
年度の翌年度の
4月1日以後
5年

廃棄

助成金等交付事業に関する
質疑応答記録・説明資料・応
募状況に関する書類

協議記録簿
説明会等に関する書類
審査に関する書類
選定されなかった事業者の応募書
類
応募書類に関する参考資料

選定結果が公表
された日の属す
る年度の翌年度
の4月1日以後
3年

廃棄

経営相談事業に関する
経緯

経営相談事業に関する申込
書類・事後調査に関する資
料

申込書
審査書類
事後活動支援・調査結果に関する
書類

3年

廃棄

金融支援事業に関する
経緯

金融支援事業に関する申込
書類

活動状況に関する書類
3年

廃棄

中小企業等経営強化法に関
する書類

経営力向上計画に関する書類 5年 廃棄

建設特定技能受入計画
の事務処理に関する経
緯

建設特定技能受入計画に関
する書類 建設特定技能受入計画認定証 5年 廃棄

助成金等交付事業に関
する経緯



R7.4.1改定

業務の区分
当該業務に係る
行政文書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了後の

措置

四国地方整備局建政部計画・建設産業課標準文書保存期間基準

事　  項

各機関との活動協力に関す
る協定書類

協定書
会議要領

協定の効力が失
効した日の属す
る年度の翌年度
の4月1日以後
5年

廃棄

等機関相互における事務事
業遂行上の通知、報告の書
類

通知・通達文書
事務連絡文書
依頼書、報告書

3年
廃棄

等機関、等事業者との会議、
講習等の企画立案、実施通
知の書類

会議開催通知書
講習案内通知
会議、講習次第
会議講習資料

3年

廃棄

支援施策の周知啓発に
関する経緯

事業広報・事業説明書類 記者発表資料
事業広報資料
ＰＲ資料

3年
廃棄

計建９ 省エネ法に関する事項エネルギーの使用の合
理化等に関する法律に
関する事項

法令等に定められた届出・報
告等

・エネルギーの使用の合理化に関
する法律に基づく報告書

5年 廃棄

計建10 広報に関する事項 行政機関のウェブサイト
による広報

行政機関のウェブサイト上の
掲載文書

・ウェブサイト掲載コメント
・ウェブサイト掲載文書

常用 －

１年未満の保存期間
とされている文書

①別途、正本・原本が管理さ
れている行政文書の写し

１年未満 廃棄

②定型的・日常的な業務連
絡、日程表等
③出版物や公表物を編集し
た文書
④国土交通省の所掌事務に
関する事実等の問い合わせ
への応答
⑤明白な誤り等の客観的な
正確性の観点から利用に適
さなくなった文書
⑥意思決定の途中段階で作
成したもので、当該意思決定
に与える影響がないものとし
て、長期間の保存を要しない
と判断される文書

等機関との協力体制に
関する経緯

計建99 文書管理規則
第１４条第６項
に該当する文書



R7.4.1改定

業務の区分
当該業務に係る
行政文書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了後の

措置

行政手続法第2条第3号
の許認可等に関する重
要な経緯

許認可等をするための決裁
文書その他許認可等に至る
過程が記録された文書

・一級建築士の登録等関係
・建築基準適合判定資格者
登録等関係
・構造計算適合判定資格者
登録関係
・建築物調査員等資格者登
録関係

常用
（無期限）

廃棄

行政手続法第2条第4号
の不利益処分に関する
重要な経緯

不利益処分をするための決
裁文書その他当該処分に至
る過程が記録された文書

・一級建築士処分関係
・建築基準適合判定資格者
の処分関係
・構造計算適合判定資格者
の処分関係
・建築物調査員等資格者の
処分関係

5年 廃棄

訴訟の提起に関する文書 ・訴訟関係

訴訟における主張又は立証
に関する文書

・訴訟関係

判決書又は和解調書 ・訴訟関係

許認可等に関する重要
な経緯

許認可等をするための決裁
文書その他許認可等に至る
過程が記録された文書

・浄化槽法の規定に基づく認
定関係
・地方住宅供給公社関係
・指定確認検査機関関係
・登録住宅性能評価機関関
係
・登録建築物エネルギー消費
性能判定機関関係
・家賃債務保証業者関係

許認可等の効力
消滅する日の属
する年度の翌年
度の4月1日以後
5年

廃棄

駐車場法施行令第７条の認
定

駐車場法施行令第１５条の
認定

不利益処分に関する重
要な経緯

不利益処分をするための決
裁文書その他当該処分に至
る過程が記録された文書

・浄化槽法の規定に基づく処
分関係
・指定確認検査機関処分関
係
・登録住宅性能評価機関処
分関係
・登録建築物エネルギー消費
性能判定機関処分関係
・家賃債務保証業者処分関
係
・事故・故障報告関係
・サンプル調査・緊急点検調
査関係

5年 廃棄

補助要綱に基づき定める計
画等

・空き家対策総合実施計画
・耐震改修促進計画
・住宅・建築物耐震化促進計
画

・補助金等の交付に関する関
係書類
・整備計画・事業計画関係

2 法人の権利義務の得喪
及びその経緯

補助金等の交付（地方公
共団体に対する交付含
む。）に関する重要な経
緯

交付のための決裁文書その
他交付に至る過程が記録さ
れた文書

交付に係る事業
が終了する日に
係る特定日以後
５年

廃棄

四国地方整備局都市・住宅整備課標準文書保存期間基準

事　  項

1 個人の権利義務の得喪
及びその経緯

国又は行政機関を当事
者とする訴訟の提起その
他の訴訟に関する重要
な経緯

訴訟が終結する
日に係る特定日
以後10年

廃棄



R7.4.1改定

業務の区分
当該業務に係る
行政文書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了後の

措置

四国地方整備局都市・住宅整備課標準文書保存期間基準

事　  項

訴訟の提起に関する文書 ・訴訟関係

訴訟における主張又は立証
に関する文書

・訴訟関係

判決書又は和解調書 ・訴訟関係

制定又は改廃のための決裁
文書

・訓令・通達関係
・規程・規則等関係書類
・訓令・通達原議
・法改正関係書類

官報公示に関する文書

立案基礎文書 ・社会資本重点計画

社会資本整備審議会道路分
科会○○地方小委員会

立案の検討に関する調査研
究文書

政策評価法による事前評価
に関する文書

事業評価関係（公園係）

公共事業の事業計画及び実
施に関する事項についての
関係行政機関、地方公共団
体その他の関係者との協議
又は調整に関する文書

事業計画関係（公園係）

事業を実施するための決裁
文書

・実施計画調書
・予算要求資料
・施行伺
・事業計画通知

予算関係(公園係）

事業の経費積算が記録され
た文書その他の入札及び契
約に関する文書

・業務委託関係
・業者選定基準
・入札結果

業務関係（公園係）

5 栄典又は表彰に関する
事項

栄典又は表彰の授与又
ははく奪の重要な経緯

栄典又は表彰の授与又はは
く奪のための決裁文書及び
伝達の文書

10年 廃棄

行政文書ファイル管理簿 ・行政文書ファイル管理簿 常用
（無期限）

－

受付・受領簿 ・受付・受領簿 5年 廃棄

決裁文書の管理を行うため
の帳簿

・起案簿 30年 廃棄

・特殊文書台帳（住宅局所管
の許可・認可及び協議に関す
るもの）

行政文書ファイル等の移管
又は廃棄の状況が記録され
た帳簿

・移管・廃棄簿 ２0年 移管

7
都市行政に関する事項 街路市街地に関する事

項
通知・通達 通知・通達 5年 廃棄

会議関係 1年 廃棄
事業予算要望関係 5年 廃棄
都市開発資金の貸付け利率 5年 廃棄
都市開発資金の要望調査 5年 廃棄

4 公共事業の実施に関す
る事項

直轄事業として実施され
る公共事業の事業計画
の立案に関する検討、関
係者との協議又は調整
及び事業の施工その他
の重要な経緯

3 告示、訓令及び通達の
制定又は改廃及びその
経緯

告示の立案の検討その
他重要な経緯（1の項か
ら13の項までに掲げるも
のを除く）

完了後の事後評
価終了の日の属
する年度の翌年
度の4月1日以後
10年

以下につ
いて移管
・総事業費
が大規模
な事業（10
億円以上）

以外は
廃棄

6 文書の管理等に関する
事項

文書の管理等

10年 廃棄

国又は行政機関を当事
者とする訴訟の提起その
他の訴訟に関する重要
な経緯

訴訟が終結する
日に係る特定日
以後10年

廃棄



R7.4.1改定

業務の区分
当該業務に係る
行政文書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了後の

措置

四国地方整備局都市・住宅整備課標準文書保存期間基準

事　  項

都市行政に関する事項 公園に関する事項 都市緑化関係 都市緑化関係 10年 廃棄
景観・歴史的環境形成総合
支援事業関係

景観・歴史的環境形成総合
支援事業関係

5年 廃棄

通知・通達（公園係５年） 通知・通達（公園係５年） ５年 廃棄
供用開始告示関係 供用開始告示関係 完了後の事後評

価終了の日の属
する年度の翌年
度の4月1日以後
10年

廃棄

都市公園法関係 都市公園の設置・変更・廃止
に関する報告

5年 廃棄

公開日時の変更 1年 廃棄
公園施設の設置・管理許可 許認可等の効力

消滅する日の属
する年度の翌年
度の4月1日以後
5年

廃棄

兼用工作物管理協定関係
（公園係）

兼用工作物管理協定関係
（公園係）

10年 廃棄

8 建築行政に関する事項 建築関係法令に関する
事項

公文書関係綴 ・通知・通達関係
・規定・規則等関係
・技術的助言等

5年 廃棄

住宅性能評価機関関係 ・登録住宅性能評価機関登
録簿

常用（無期限） －

・登録住宅性能評価機関に
関する立入検査関係

5年 廃棄

建築物エネルギー消費性能
判定機関関係

・登録建築物エネルギー消費
性能判定機関登録簿

常用（無期限） －

・登録建築物エネルギー消費
性能判定機関に関する立入
検査関係

5年 廃棄

立入検査証関係 ・立入検査証の発行関係

建築基準法に基づく承認 ・特別用途地区内の用途制
限の緩和等

30年

関係機関からの照会関
係

関係機関からの登録等に係
る照会

・捜査関係事項照会 1年

9 住宅行政に関する事項 住宅関係法令に関する
事項

公文書関係綴 ・通知・通達関係
・規定・規則等関係

5年 廃棄

公営住宅等処分等承認関係 ・公営住宅等処分等承認関
係

特定公共賃貸住宅等承認関
係

・特定公共賃貸住宅等承認
関係

目的外使用承認関係 ・目的外使用承認関係

公営住宅等長寿命化計画 ・公営住宅等長寿命化計画

既設公営住宅復旧関係 ・既設公営住宅復旧関係

住宅地区改良法に関す
る事項

改良住宅（又は共同施設）の
譲渡・用途廃止関係

・改良住宅（又は共同施設）
の譲渡・用途廃止関係

改良住宅等処分等承認関係 ・改良住宅等処分等承認関
係

改良住宅等長寿命化計画 ・改良住宅等長寿命化計画

既設改良住宅復旧関係 ・既設改良住宅復旧関係

国営公園許認可関係



R7.4.1改定

業務の区分
当該業務に係る
行政文書の類型

具体例 保存期間
保存期間
満了後の

措置

四国地方整備局都市・住宅整備課標準文書保存期間基準

事　  項

地域優良賃貸住宅等に
関する事項

地域優良賃貸住宅等関係 ・地域優良賃貸住宅等用途
廃止関係

地方住宅供給公社法に
関する事項

地方住宅供給公社関係 ・地方住宅供給公社認可申
請書等

10年

家賃債務保証業者登録
規程に関する事項

家賃債務保証業者関係 ・家賃債務保証業者登録簿 常用（無期限） －

業務等状況報告書 ・業務等状況報告書 5年 廃棄

関係機関からの照会関
係

関係機関からの照会 ・捜査関係事項照会 1年

10 広報に関する事項 行政機関のウェブサイト
による広報

行政機関のウェブサイト上の
掲載文書

・ウェブサイト掲載コメント
・ウェブサイト掲載文書

常用 －

11 各課に共通する事務 各課に共通する庶務 人事関係 人事関係報告文書綴 １年未満 廃棄
総務関係 総務関係報告文書綴 １年未満 廃棄
会計関係 予算額配賦内訳書関係綴 1年 廃棄
契約関係 払出請求書関係綴 1年 廃棄
厚生関係 厚生関係報告文書綴 １年未満 廃棄
身分証明書関係 身分証明書関係 1年 廃棄
研修関係 研修関係 1年 廃棄
出勤簿 出勤簿 5年 廃棄
休暇簿 休暇簿 3年 廃棄
レク及び健康診断等休暇簿 レク及び健康診断等休暇簿 3年 廃棄
超過勤務命令簿 超過勤務命令簿 6年 廃棄
勤務時間報告書 勤務時間報告書 5年 廃棄
週休日の振替等 週休日の振替等 3年 廃棄
旅行命令関係 旅行命令関係 5年 廃棄
現金出納簿関係 現金出納簿関係 5年 廃棄

文書管理規則第１４条
第６項に該当する文
書

①別途、正本・原本が管理さ
れている行政文書の写し

１年未満 廃棄

②定型的・日常的な業務連
絡、日程表等

③出版物や公表物を編集し
た文書

④国土交通省の所掌事務に
関する事実関係の問い合わ
せへの応答

⑤明白な誤り等の客観的な
正確性の観点から利用に適
さなくなった文書

⑥意思決定の途中段階で作
成したもので、当該意思決定
に与える影響がないものとし
て、長期間の保存を要しない
と判断される文書

12 建政部都市・住宅整
備課の所掌事務に関
する事項共通


